
１ 地方分権改革の一層の推進

○ 国と地方の役割分担の抜本的な見直し

・ 新型コロナウイルス感染症対策に限らず，あらゆる施策において，適切なガバナンス

スコープに応じた，適切な責任・権限に基づく資源の配分の見直しを行うこと。

○ 抜本的な見直しへの道筋

・ 「国と地方の協議の場」に分野別の分科会を設置することに加え，国と地方が率直に

意見交換し，協働して政策形成を行う基盤となる議論ができる場を設けること。

・ 計画策定事務をはじめとし，法令の可能規定や任意規定，事務連絡により地方に対し

て実質的に義務付けている国の事務については廃止又は法定受託事務に位置付け，

確実に財政措置を行うこと。

２ 地方分権型道州制の実現

・ 道州制の制度設計等を本格的に議論するための具体的な取組を促進すること。

国への提案事項

【提案先省庁：内閣府】

２ ＬＸ（ローカル・トランスフォーメーション）の推進
（６） 地方分権改革の一層の推進
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２ ＬＸ（ローカル・トランスフォーメーション）の推進

（６） 地方分権改革の一層の推進

１ 地方分権改革の一層の推進
● 国と地方の役割分担の抜本的な見直し
新型コロナウイルス対策では，保健所を巡るガバナンスが複数存在することで，国と地方の役割分

担が曖昧になり，保健所の負担となったことが明らかになっている。国・地方それぞれにおいて，ガ

バナンスを効果的に発揮し得る範囲は異なることから，役割分担の抜本的な見直しは急務。

● 抜本的な見直しへの道筋

・ 分野別分科会の設置に加え，国と地方が率直に意見交換できる場が必要。
・ 国の事務は本来国の機関で執行すべき。地方に事務を課す場合は法定受託事務として明確に

位置付け，財政措置を行う必要がある。

・ 義務付け・枠付けは依然として多用され，計画策定事務など新たな義務付けも行われており，
地方の声が反映されていない。

２ 地方分権型道州制の実現
・ 国全体の活力と成長を促進するためには，国の機能を大幅に移譲した新たな広域自治体を形成
することにより，国と地方双方の政府機能を強化した「地方分権型道州制」の実現が必要。

・ しかし，平成30年に自由民主党道州制推進同本部が廃止，令和３年の衆議院議員総選挙では，

政権公約に道州制の導入を掲げた政党は１つのみ。

現 状／課 題
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